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平成１５年３月期 中間決算短信（連結） 平成 14年 11 月 25 日 
 

上場会社名 株式会社りそなホールディングス 上場取引所（所属部） 大証市場第一部 

 （株式会社近畿大阪銀行分）  東証市場第一部 

コード番号 ８３０８   本社所在都道府県 大阪府 

(URL  http://www.resona-hd.co.jp)    

代  表  者  取締役社長 勝田 泰久 
 

株式会社 りそなホールディングス 
株式会社 近畿大阪銀行  取締役頭取 高谷 保宏 

問 合 せ 先 株式会社 りそなホールディングス    

 財 務 部 長         岩田 幸夫  ＴＥＬ ０６－６２６８－７４００ 

 株式会社 近畿大阪銀行    

 総合企画部長  松山 敏明  ＴＥＬ ０６－６９４５－２１２１ 

中間決算取締役会開催日    平成 14 年 11 月 22 日  特定取引勘定設置の有無      無 
米国会計基準採用の有無        無  親会社による当行の株式保有比率   100％  

1．１４年９月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日～平成 14年 9月 30 日） 
（1） 連結経営成績                                       （注）単位未満は切り捨てて表示しております。 
 経 常 収 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

14年9月中間期 77,901 (  31.5) △19,433 (   －) △18,804 (  －) 

13年9月中間期 59,239 (   7.8) 2,029 ( 106.4) 2,086 (246.4) 
14 年 3月期 117,450  △26,967  △24,817  
 
 1 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 
潜在株式調整後１株当たり   
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

      円    銭 
      △19         90 
       2         20 

      円    銭 
        －     － 
       －     － 

14 年 3月期       △26         27     －     － 
（注）①持分法投資損益 14 年 9月中間期  5 百万円  13 年 9月中間期  △253 百万円 14 年 3月期  △3,300 百万円 
   ②期中平均株式数（連結） 普通株式 14 年 9月期 944,504,630 株   13 年 9月期 944,494,653 株 
                     14 年 3月期 944,495,356 株 
   ③会計処理の方法の変更    無 
   ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（2） 連結財政状態                                                           

 総 資 産 株 主 資 本 
株 主 資 本 
比 率 

1 株当たり 
株 主 資 本 

連結自己資本比率
（ 国 内 基 準 ） 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 
14年9月中間期 4,156,949 96,739         2.3    38     89 [速報値]7.24 

13年9月中間期 4,453,390 139,241 3.1 83 89 8.25 

14 年 3月期 4,391,557 110,026 2.5 52 96 7.27 

（注） 期末発行済株式数（連結）普通株式  14 年 9月期 944,504,630 株   13 年 9月期 944,503,378 株 
                                               14 年 3月期 944,504,630 株 
（3） 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
14年9月中間期 △61,975 34,658 △3,000 127,315 

13年9月中間期 129,417 △159,093 33,947 107,002 

14 年 3月期 174,166 △152,299 32,941 157,594 

 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 3社   持分法適用非連結子会社数  0 社   持分法適用関連会社数 5社 

前連結会計年度まで、持分法適用の関連会社でありました近畿大阪信用保証株式会社は、株式の追加取得により 

当中間連結会計期間から連結子会社としております。 

 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規） 1社  （除外） 0社       持分法（新規） 0社  （除外） 1社 

２．１５年３月期の連結業績予想（平成 14年 4月１日～平成 15年 3月 31 日） 
  連結業績予想については、株式会社りそなホールディングスの中間決算短信（連結）を参照願います。 
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（別 紙） 
（添付資料） 

 

・優先株式 期中平均株式数（連結） 
14 年 9月期 第一回優先株式 120,000,000 株 
13 年 9月期 第一回優先株式 103,606,557 株 
14 年 3月期 第一回優先株式 111,780,821 株 

 

・優先株式 期末発行済株式数（連結） 
14 年 9月期 第一回優先株式 120,000,000 株 
13 年 9月期 第一回優先株式 120,000,000 株 
14 年 3月期 第一回優先株式 120,000,000 株 

 

 

（参  考） 

「１４年９月中間期の連結業績」指標算式 
 

○ １株当たり中間純利益 ・ ・ ・ 
普通株式に係る中間純利益 
普通株式の期中平均株式数 

 

 

○ １株当たり株主資本 ・ ・ ・ 
期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額 

期末発行済普通株式数 
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１．企 業 集 団 の 状 況

・ １６８カ店
・ ９カ所

・ ３社
（注5） （銀行関連業務）

（銀行関連業務）
近畿大阪総合管理株式会社 （注5） （銀行関連業務）

・ ５社
（金融関連業務）
（金融関連業務）
（金融関連業務）
（銀行関連業務）
（銀行関連業務）

（注２）

（注３）

注 1．
2．

3． 平成14年10月1日にあさひ信託銀行株式会社は、株式会社大和銀行と合併いたしました。
4．

5． 平成14年10月1日に近畿大阪総合管理株式会社は、近畿大阪信用保証株式会社と合併いたしました。

株式会社大阪カードディーシー
株 式 会 社 奈 良 銀 行

平成15年3月1日（予定）に、株式会社あさひ銀行の埼玉県等に所在する営業所等に係る営業を株式会社埼玉りそな銀行が承継い
たします。

株

式

会

社

近畿大阪信用保証株式会社
子 会 社

関 連 会 社

●本支店・出張所及び連結子会社・持分法適用会社

本 店 及 び 支 店

出 張 所

株式会社大阪カードサービス

＜銀行・信託業務＞

[大和銀信託銀行株式会社]

＜銀行業務＞

近畿大阪リース株式会社
株式会社近畿大阪中小企業研究所

株式会社大和銀ホールディングスは、平成14年10月1日に、商号を株式会社りそなホールディングスに変更いたしました。

平成15年3月1日（予定）に、株式会社大和銀行と営業分割後の株式会社あさひ銀行は、合併して商号を株式会社りそな銀行とい
たします。

＜銀行・信託業務＞

あさひ信託銀行 株式会社

［注1]

近畿大阪コンピュータサービス株式会社

り

そ

な

ホ

ー

ル

デ

ィ

ン

グ

ス

＜銀行業務＞

りそな信託銀行株式会社

株式会社 あさひ銀行

株式会社 埼玉りそな銀行

＜銀行業務＞

＜銀行・信託業務＞

株 式 会 社 大 和 銀 行

株式会社 近畿大阪銀行

　当行、株式会社大和銀行、株式会社奈良銀行、株式会社あさひ銀行及びりそな信託銀行株式会社は５行の完全親会社で
ある株式会社 りそなホールディングスとともに、りそなグループを構成しております。
この中で当行グループは、当行、連結子会社３社及び関連会社（持分法適用会社）５社で構成され、銀行業務を中心に信
用保証業務、リース業務等の金融サービスを提供しております。

＜銀行業務＞

【当行グループの事業系統図】

（平成14年10月1日以降に名称が変更になった会社については、[    ]内に旧名称を記載しています。）

近畿大阪ビジネスサービス株式会社
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２．経営方針 
 
（1）経営の基本方針 
りそなグループの一員である当行は、我が国を代表する「スーパー・リージョナル・バンク」を創造し、
地域に密着した信頼されるパートナーとして、地域社会の発展に貢献し、地域の皆様とともに繁栄する
ことを経営の基本としております。 
今後とも当行は、りそなグループの東西にバランスのとれた営業基盤と、飛躍的に拡大したネットワーク
を背景に、face to face（フェイス・ツー・フェイス）を基本とした地域密着のリテールバンキングを
展開し、多様化するお客様のニーズに的確にお応えする「地域に存在感のある銀行」として、引続き中
小企業や個人の皆様への安定した資金供給に努め、地元経済の発展に努力してまいります。 
 
 

（2）中長期的な経営戦略 
当行は、本年 5月にグループとして策定した「経営の健全化のための計画」に基づき、「地域金融機関の
連合体」という新たなビジネスモデルを構築するために、グループ他行とともに事業再構築を進めてお
ります。 
今後とも、同計画に沿って①経営の合理化、②信託機能の活用、③ノウハウの共有化によるリテール業務
の強化、④スーパー・リージョナル・バンク戦略の展開を柱として業務の再構築を進め、抜本的な経営
の効率化を図ってまいります。 
 
 

（3）対処すべき課題等 
金融機関を取り巻く環境は、景気の長引く低迷による企業の業績不振、不透明な株式市場の動向、ペイオ
フ一部解禁等により、今後一層厳しさを増していくものと予想されます。 
こうした中、当行は、「株式会社りそなホールディングス」のもと、「第二の創業」とも言うべき新たな一
歩を踏み出しましたが、持株会社による経営統合は、お客様重視の地域密着型経営と抜本的な経営効率
化を両立し、さらにグループとしての価値を最大限に高めることを目的としております。 
当行は、「りそなグループ」の一員として、市場・社会の信頼にお応えできる高い企業価値の実現を目指
すべく、次の課題に取組んでまいります。 
 
①収益力の強化 
後述のとおり、当期におきましては抜本的な不良債権処理を進めたことにより、連結中間純損失 188
億円、前年同期比 208 億円の減益となりました。 
銀行にとって、収益力の向上はお客様からの信頼や市場からの評価を確たるものとする上で、最も重要
なポイントであり、当行は、この事実を厳粛に受け止め、更なる経営合理化や収益増強のための具体
的な営業戦略の策定及び営業力の強化を図ってまいります。 
 
②営業基盤の拡充 
経営統合によるネットワークの拡充や信託・不動産機能などグループ共通のプラットホームを活用する
ことにより、従来の地域金融機関の枠を超えた高度で多様な商品・サービスの提供が可能となりまし
た。こうした質の高いサービスを提供することにより、地元において中小企業や個人のお客様を中核
とした揺ぎない経営基盤の強化・拡充に努めてまいります。 
 
③管理体制の強化 
経営環境の変化に伴い、各種リスクが多様化・複雑化してきているなか、経営の健全性を確保し、各種
リスクに見合った適正な収益を確保していく上で、リスクの状況を正確に把握し、適切にコントロー
ルできるリスク管理体制の確立が不可欠であると考えております。こうした考えのもと、引続き、経
営陣の積極的な関与のもと、リスク管理体制の強化に取組んでまいります。 
また、当行が地域にとって必要とされ、お客様から選ばれる銀行となるためには、高い倫理観の保持が
不可欠であるとの認識のもと、コンプライアンスを重視した企業風土の醸成にも努めてまいります。 
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（4）経営管理組織の整備 
取締役会の意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を目的として、平成12 年 4 月に執行役員制度を導入
しており、更に、監査役の更なる独立性の確保と監査役業務の一層の充実を図るために、「監査役室」を
設置し、監査役を補佐する体制を整備しております。 
加えて、当行の完全親会社である株式会社りそなホールディングス(本年 10 月に株式会社大和銀ホールデ
ィングスから商号変更)による経営管理も行われております。 
 
 

（5）親会社との関係に関する基本方針 
株式会社りそなホールディングスは、りそなグループの持株会社として、当行、株式会社大和銀行、株式
会社奈良銀行、株式会社あさひ銀行ならびにりそな信託銀行株式会社を傘下に置き、グループを統括して
おります。 
株式会社りそなホールディングスが、グループとしての戦略策定、グループ並びに各傘下銀行の収益目標
設定などを行い、当行は策定された戦略に沿って目標達成のための業務運営を行ってまいります。 
 
 
３．経営成績及び財政状態 
 
当中間連結会計期間（平成 14年 4 月 1日～平成 14年 9 月 30 日）における経営成績及び財政状態は次のと
おりであります。 
 
（1）経営成績 
当中間連結会計期間における連結損益は、資金利益が前年同期比 2億円の増益、役務取引等利益は同 16
億円の増益、営業経費につきましても更なる圧縮に努めたことにより同 26 億円の減少等の増益要因が
ありましたが、自己査定の厳格化による抜本的な不良債権処理を進めたことにより、貸倒引当金繰入額
が前年同期比 368 億円増加、貸出金償却が同 65 億円増加いたしました。この結果､経常損益は前年同期
比 214 億円減益の 199 億円の損失計上となり､中間純損失は 188 億円と前年同期比 208 億円の減益とな
りました。また、１株当たり中間純損失は 19 円 90 銭となっております。 
（平成 14 年度の業績見通し） 
平成 14 年度の連結業績見通しは、連結経常収益が 1,355 億円、連結経常損失が 98 億円、連結当期純損
失が 100 億円と予想しております。 
また、当行の経常収益は1,340 億円、経常損失は 188億円、当期純損失は 190億円と見込んでおります。 
 

（2）財政状態 
預金は前期末比 782億円減少し３兆 7,335 億円となりました。また、貸出金は引き続き地元の個人､中小
企業の皆様への円滑な資金供給に努める一方、資産の健全化の観点から不良債権のオフバランス化を一
層進めましたことなどから、前期末比1,336 億円減少し２兆 9,673 億円となりました。有価証券は前期
末比 224 億円減少し 8,289 億円となりました。 
連結自己資本比率は 7.24％[速報値]、単体自己資本比率は 7.00％[速報値]となりました。 
以上のような財政状態を反映し、営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金減少による収入 1,258
億円等があったものの、預金､債券貸借取引受入担保金等の大幅な減少により 617億円の支出となりまし
た。投資活動によるキャッシュ・フローは、金融債残高の減少を主因に346 億円の収入となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、劣後特約付借入金の返済により30 億円の支出となりました。こ
の結果、現金及び現金同等物は前期末比 302 億円減少し 1,273 億円となりました。 
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(金額単位：百万円)

比 較 比 較

（Ａ－Ｂ） （Ａ－Ｃ）

129,232 111,832 17,400 160,094 △ 30,861

－ 25,000 △ 25,000 － －

2,159 2,447 △ 287 2,300 △ 140

970 765 204 1,014 △ 44

－ 3,863 △ 3,863 1,000 △ 1,000

828,903 875,081 △ 46,177 851,381 △ 22,477

2,967,342 3,147,277 △ 179,935 3,101,019 △ 133,676

8,602 8,350 252 9,417 △ 815

80,680 87,518 △ 6,837 85,577 △ 4,896

60,971 62,936 △ 1,965 61,710 △ 739

78,315 77,745 569 77,400 914

85,681 93,088 △ 7,406 84,167 1,514

△ 85,910 △ 42,515 △ 43,394 △ 43,526 △ 42,384

4,156,949 4,453,390 △ 296,441 4,391,557 △ 234,608

3,733,576 4,052,176 △ 318,599 3,811,868 △ 78,291

1,000 － 1,000 1,000 －

16,097 7,080 9,017 22,730 △ 6,632

111,748 ―――― 111,748 ―――― 111,748

75,274 79,443 △ 4,169 78,358 △ 3,084

130 110 20 131 △ 0

19,455 68,324 △ 48,868 267,285 △ 247,829

1,214 1,342 △ 127 1,248 △ 34

10,296 8,154 2,141 8,976 1,319

5,673 4,427 1,246 5,762 △ 89

85,681 93,088 △ 7,406 84,167 1,514

4,060,149 4,314,148 △ 253,998 4,281,530 △ 221,380

60 － 60 － 60

111,539 111,539

33,770 33,770

1,968 △ 24,936

△ 8,035 △ 10,346

139,242 110,026

△ 0 －

139,241 △ 139,241 110,026 △ 110,026

111,539

12,246

△ 22,216

△ 4,829

96,739 96,739 96,739

4,156,949 4,453,390 △ 296,441 4,391,557 △ 234,608

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金

資 本 の 部 合 計

負債、少数株主持分及び
資 本 の 部 合 計

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

連結剰余金（△は欠損金）

評 価 差 額 金

計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

預 金

譲 渡 性 預 金

コ－ルマネ－及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コ－ルロ－ン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

中間連結貸借対照表

科        目
当中間連結会計期間末（A） 前中間連結会計期間末（B） 前連結会計年度末（Ｃ）

(平成14年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)
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(金額単位：百万円)

比 較
前連結会計年度

（Ａ－Ｂ）

77,901 59,239 18,661 117,450

45,146 48,173 △ 3,027 93,683

（うち 貸 出 金 利 息） 38,205 41,163 △ 2,958 80,547

（うち 有価証券利息配当金） 6,307 6,044 262 11,508

6,402 5,188 1,213 10,519

2,715 359 2,355 2,026

23,638 5,517 18,120 11,220

97,335 57,210 40,124 144,418

3,627 6,947 △ 3,319 11,644

（うち 預 金 利 息） 2,585 5,440 △ 2,854 8,985

2,686 3,135 △ 449 6,322

138 12 125 1,257

32,534 35,166 △ 2,632 68,843

58,349 11,948 46,400 56,350

38,603 1,747 36,856 5,555

19,745 10,201 9,544 50,794

1,444 1,914 △ 470 3,099

36 302 △ 265 333

1,407 1,602 △ 195 2,766

－ 9 △ 9 －

753 326 426 845

753 326 426 845

58 68 △ 10 116

△ 3 1,461 △ 1,464 △ 11

5 － 5 －

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

△ 20,891 △ 24,817
（ △ は 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ）

少 数 株 主 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 18,804 2,086

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前中間（当期）純利益
△ 18,743

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

△ 24,713
（△は税金等調整前中間（当期）純損失）

3,617 △ 22,360

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 特 別 利 益

2,029 △ 21,462 △ 26,967
（ △ は 経 常 損 失 ）

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益
△ 19,433

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益

中間連結損益計算書

科            目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

当中間連結会計期間（A） 前中間連結会計期間（B）

自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日
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(金額単位：百万円)

前連結会計年度

―――― 27,503 27,503

―――― 27,385 27,385

―――― 27,385 27,385

―――― 0 0

―――― 0 0

―――― 2,086 △ 24,817

33,770 ―――― ――――

21,524 ―――― ――――

21,524 ―――― ――――

12,246 ―――― ――――

△ 24,936 ―――― ――――

21,524 ―――― ――――

21,524 ―――― ――――

18,804 ―――― ――――

18,804 ―――― ――――

△ 22,216 ―――― ――――

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成14年10月15日付内閣府令第63号）」
により改正されたことに伴い、当中間連結会計期間からは「（資本剰余金の部）」及び「（利益剰余金の部）」に
区分して記載しております。

△ 24,936

科            目 自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

連 結 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

持分法適用会社の異動による欠損金増加高

（ △ は 欠 損 金 期 末 残 高 ）

中 間 純 利 益 （ △ は 当 期 純 損 失 ）

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

―――― 1,968

利 益 剰 余 金 増 加 高

欠損てん補による資本準備金取崩

利 益 剰 余 金 減 少 高

中 間 純 損 失

欠損てん補による資本準備金取崩

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 準 備 金 取 崩 額

欠 損 金 増 加 高

中間連結剰余金計算書

欠 損 金 期 首 残 高

欠 損 金 減 少 高

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
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(金額単位：百万円)
前連結会計年度

（Ａ－Ｂ）

（A） （B） （C）
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益
（△は税金等調整前中間（当期）純損失）
減価償却費 1,611 1,723 △112 3,338
連結調整勘定償却額 54 ― 54 ―
持分法による投資損益（△） △5 253 △259 3,300
貸倒引当金の増加額 38,603 1,747 36,856 5,555
債権売却損失引当金の増加額 329 153 175 1,645
賞与引当金の増加額 △43 1,342 △1,386 1,248
退職給付引当金の増加額 1,313 906 407 1,728
資金運用収益 △45,146 △48,173 3,027 △93,683
資金調達費用 3,627 6,947 △3,319 11,644
有価証券関係損益（△） △168 △541 372 23,825
金銭の信託の運用損益（△） △7 △2 △4 △20
為替差損益（△） 81 136 △54 △42
動産不動産処分損益（△） 716 24 692 512
貸出金の純増（△）減 125,841 △61,605 187,446 △31,928
預金の純増減（△） △76,125 16,370 △92,496 △223,937
譲渡性預金の純増減（△） ― ― ― 1,000
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △84 35 △119 △50
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 595 △3,312 3,907 △982
コールローン等の純増（△）減 140 135,151 △135,010 160,297
コールマネー等の純増減（△） △6,632 △1,753 △4,879 13,896
債券貸付取引担保金の純増減（△） △216,132 ― △216,132 216,132
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 111,748 ―――― 111,748 ――――
外国為替（資産）の純増（△）減 815 1,803 △988 735
外国為替（負債）の純増減（△） △ 0 △10 9 10
資金運用による収入 39,892 41,865 △1,972 81,858
資金調達による支出 △3,986 △8,876 4,890 △16,380
その他 △20,015 41,724 △61,739 39,286
   小　計 △61,721 129,525 △191,246 174,279
法人税等の支払額 △254 △107 △147 △112
営業活動によるキャッシュ・フロー △61,975 129,417 △191,393 174,166
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △216,005 △226,688 10,683 △418,412
有価証券の売却による収入 204,702 45,445 159,257 207,153
有価証券の償還による収入 39,446 16,262 23,183 44,933
金銭の信託の減少による収入 1,007 ― 1,007 2,867
投資活動としての資金運用による収入 6,393 6,018 374 11,744
動産不動産の取得による支出 △1,308 △715 △593 △1,539
動産不動産の売却による収入 423 585 △161 953
投資活動によるキャッシュ・フロー 34,658 △159,093 193,751 △152,299
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 △3,000 △26,000 23,000 △27,000
株式の発行による収入 ― 59,946 △59,946 59,946
自己株式の取得による支出 ― △10 10 △15
自己株式の売却による収入 ― 10 △10 10
財務活動によるキャッシュ・フロー △3,000 33,947 △36,947 32,941
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 37 10 26 66
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △30,280 4,283 △34,563 54,875
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 157,594 102,719 54,875 102,719
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 0 ― 0 ―
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 127,315 107,002 20,312 157,594
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結キャッシュ・フロー計算書

△18,743 3,617 △22,360 △24,713

当中間連結会計期間

自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

前中間連結会計期間

自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日
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中間連結財務諸表の作成方針 

 

（１）連結の範囲に関する事項 
       ①連結される子会社                    ３社 
          会社名 
            近畿大阪信用保証 株式会社 
            近畿大阪ビジネスサービス 株式会社 
            近畿大阪総合管理 株式会社 

なお、近畿大阪信用保証 株式会社は、前連結会計年度までは持分法適用の関連法人等でしたが、株式
の追加取得により当中間連結会計期間から連結しております。 

 
       ②非連結の子会社及び子法人等 
          該当ありません。 
 
（２）持分法の適用に関する事項 

       ①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等         ５社 
          主要な会社名 
            近畿大阪リース 株式会社  
            株式会社 大阪カードサービス 

なお、近畿大阪信用保証 株式会社は、連結される子会社となったため、持分法適用の対象から除外し
ております。 

 
       ②持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等     
          該当ありません。 

 
（３）連結される子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結される子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
     ９月末日           ３社 
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（中間連結貸借対照表注記） 
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券で時価の

あるもののうち株式については中間連結決算日前１カ月の市場価格の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）、また、それ以外については中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、

時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評

価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建 物  ６年～５０年 

動 産  ３年～２０年 

 連結される子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。 

６．自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

り償却しております。 

７．当行の外貨建資産及び負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）を適用しておりましたが、当中間連結会計

期間からは「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２５号）を適用しております。 

なお、当中間連結会計期間は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置を適用し、「資

金関連スワップ取引」については、従前の方法により会計処理しております。また、先物為替取引等に係る円換算差金

については、中間連結貸借対照表上、相殺表示しております。 

資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置に基づき、

債権元本相当額及び債務元本相当額の中間連結決算日の為替相場による正味の円換算額を中間連結貸借対照表に計上

し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の決済日の

属する期までの期間にわたり発生主義により中間連結損益計算書に計上するとともに、中間連結決算日の未収収益又は

未払費用を計上しております。 

なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の調達又は運用に

係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日

の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。 

８．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況

にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める

額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は           

１２５，１１１百万円であります。 

連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引当てております。 

９．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しております。 
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10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び 

数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 
過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により損益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、会計基準変更時差異（１９,９０５百万円）については、１５年による按分額を費用処理することとし、当中

間連結会計期間においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 

11．債権売却損失引当金は、㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する

引当金であります。 

12．当行及び連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

13．当行のヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債か

ら生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行ってお

ります。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が

収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価して

おります。 

なお、一部の資産については、個別ヘッジを利用しており、繰延ヘッジによる会計処理あるいは金利スワップの特例

処理を行っております。 

14．当行及び連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

15．動産不動産の減価償却累計額 ２９，７１６百万円 

16．動産不動産の圧縮記帳額   １１，７５７百万円 

17．貸出金のうち、破綻先債権額は３７，８０６百万円、延滞債権額は１８２，５０１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、未収利息を収益に計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに

掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

18．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１２，７７５百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

19．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２２５，５６９百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。 

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は４５８，６５２百万円であり

ます。 

なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

21．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国

為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は１１２，９７６

百万円であります。 
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22．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券         １１２,２６７百万円 

担保資産に対応する債務 

預  金             ５４９百万円 

債券貸借取引受入担保金  １１１,７４８百万円 

上記のほか、日本銀行への担保、為替決済等の担保として有価証券９５,５９８百万円及び商品有価証券２８０百万

円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は１７，７０９百万円であります。 

23．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上しております。な

お、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は２５３百万円、繰延ヘッジ利益はございません。 

24．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金７５,０００百万円が含

まれております。 

25．１株当たりの純資産額 ３８円８９銭 

26．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「商品有価証

券」が含まれております。以下29.まで同様であります。 

売買目的有価証券 

中間連結貸借対照表計上額                ９７０百万円 

当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額     １７百万円         

その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 

    
中間連結貸借対照表 
計  上  額 

評 価 差 額   
 

 
 う ち 益  

 
 う ち 損  

株 式 61,000 百万円 58,686 百万円 △2,313 百万円 4,958 百万円 7,272 百万円 

債 券 619,184  624,120  4,935  6,052  1,116  

国 債 301,579  305,546  3,966  3,966  0  

地方債 19,798  20,572  773  774  1  

社 債 297,806  298,001    195  1,310  1,115  

その他 142,184  134,724  △7,459   563  8,023  

合 計 822,369  817,532  △4,837  11,574  16,411  

なお、上記の評価差額のうち少数株主持分相当額 ０百万円を控除した額に、持分法適用会社が所有するその他有価

証券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 ７百万円を加算した額 △４，８２９百万円が、「株式等評価差額金」

に含まれております。 

27．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売 却 額       売 却 益      売 却 損 

２０４,７０１百万円  ３,０３６百万円  ７７百万円 

28．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内    容          中間連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

社    債              ５,６９２百万円 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く)   ４,９９８百万円 

非上場外国証券               ６１３百万円 

29．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債 券 231,107 百万円 166,143 百万円  232,360 百万円 200 百万円 

国 債 47,214  56,641  201,690  －  

地方債 －  1,520  19,051  －  

社 債 183,893  107,981  11,618  200  

その他 4,221  20,053  －  4,639  

合 計 235,328  186,197  232,360  4,839  
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30．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契

約に係る融資未実行残高は、１６３,５６１百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期

に無条件で取消可能なものが１６３,４５５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

及び連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結される子会社が実行申し込みを受けた融資

の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて

不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、

必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

31．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１４年１０月１５日付内閣府令第６３

号）により改正されたことに伴い、以下のとおり表示方法を変更しております。 

(1) 前中間連結会計期間において「その他負債」に含めて表示することとしていた「債券貸付取引担保金」は、当中間

連結会計期間からは、「債券貸借取引受入担保金」として区分掲記しております。 

(2) 前中間連結会計期間において区分掲記していた「評価差額金」は、当中間連結会計期間からは「株式等評価差額金」

として表示しております。 

(3) 前中間連結会計期間において資本の部は、「資本金」、「資本準備金」及び「連結剰余金」として区分掲記しておりま

したが、当中間連結会計期間からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示しております。 

 
 

（中間連結損益計算書注記） 
 
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純損失金額 １９円 ９０銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は転換社債等潜在株式がないので算出しておりません。 

４．「その他の経常費用」には、貸出金償却１４，１５５百万円を含んでおります。 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書注記） 
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び
日本銀行への預け金であります。 

３．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。 

現金預け金勘定 １２９，２３２百万円 

日銀預け金を除く預け金 △１，９１７百万円 

現金及び現金同等物 １２７，３１５百万円 
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セグメント情報 

 

1.事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自 平成 14年 4月 1日  至 平成 14年 9月 30日） 

連結会社は銀行業以外に一部で事務等受託代行業務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合

が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

なお、前中間連結会計期間（自 平成 13年 4月 1日  至 平成13年 9月 30日）及び前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日  至 

平成 14年 3月 31日）においても同様に記載を省略しております。 

 

 

2.所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自 平成 14年 4月 1日  至 平成 14年 9月 30日） 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも 100％のため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。 

なお、前中間連結会計期間（自 平成 13年 4月 1日  至 平成13年 9月 30日）及び前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日  至 

平成 14年 3月 31日）においても同様に記載を省略しております。 

 

 

3.国際業務経常収益 
当中間連結会計期間（自 平成 14年 4月 1日  至 平成 14年 9月 30日） 

国際業務経常収益が連結経常収益の 10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

なお、前中間連結会計期間（自 平成 13年 4月 1日  至 平成13年 9月 30日）及び前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日  至 

平成 14年 3月 31日）においても同様に記載を省略しております。 

 

 

 

 

生産、受注及び販売の情報 

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
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１．有価証券

Ⅰ．前中間連結会計期間末

（注） 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

（1）売買目的有価証券
（金額単位：百万円）

期別
種類

（2）満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当ありません

（3）その他有価証券で時価のあるもの
（金額単位：百万円）

期別

種類

（注）１． 中間連結貸借対照表計上額は、株式については前中間連結会計期間末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定
された額により、また、それ以外については、前中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、
それぞれ計上したものであります。

２． 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（4）時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額
（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券
社債
その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く）
非上場外国証券

（5）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（金額単位：百万円）

期別
種類

有価証券等

－
合 計 62,575 496,610 104,728 201
そ の 他 2,652 3,512 27,527

－
社 債 33,735 413,201 16,301 201
地 方 債 121 421 15,753

201
国 債 26,065 79,473 45,146 －

債 券 59,922 493,097 77,201

11,571
597

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

11,475 21,134

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）

5,301

合 計 867,220 857,561 △9,658
922 4,398

社 債 454,424
そ の 他 158,500 155,024 △3,476

458,139 3,714

2,125 150
352 27
3,959 244

地 方 債 15,971 16,296 324
国 債 148,710 150,685 1,974

6,437 423
株 式 89,612 77,415
債 券 619,107 625,121 6,014

△12,196

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）

取得原価
中間連結貸借

評価差額
対照表計上額 うち益 うち損

4,116 16,313

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）
中間連結貸借対照表計上額 前中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 765 0



株式会社 近畿大阪銀行 

- 17 - 

 

 

 

 

Ⅱ.前連結会計年度末

（注） 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

（1）売買目的有価証券
（金額単位：百万円）

年度
種類

（2）満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当ありません。

（3）その他有価証券で時価のあるもの
（金額単位：百万円）

年度

種類

（注）１． 連結貸借対照表計上額は、株式については前連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された
額により、また、それ以外については、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞ
れ計上したものであります。

２． 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（4）前連結会計年度中に売却したその他有価証券
（金額単位：百万円）

年度
種類

（5）時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券
社債
その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く）
非上場外国証券
非上場その他の証券

（6）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（金額単位：百万円）

年度
種類

（7）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）

該当ありません。

－
合 計 180,763 313,007 169,698 201
そ の 他 8,697 20,308 －

－
社 債 135,901 204,026 9,987 201
地 方 債 － 916 18,085

201
国 債 36,165 87,755 141,625 －

債 券 172,066 292,699 169,698

666
200

前連結会計年度末（平成14年３月31日現在）
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

前連結会計年度末（平成14年３月31日現在）

4,908

5,240

そ の 他 有 価 証 券 188,092 2,278 816

前連結会計年度（自 平成13年4月1日  至 平成14年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

8,571 18,910
そ の 他 150,486
合 計 850,646 840,307 △10,339

139,101 △11,385

238 132
960 1,793
204 11,589

社 債 346,041 345,209 △832
地 方 債 18,896 19,002 105

1,903 －
債 券 628,581
国 債 263,643 265,546 1,903

629,757 1,176 3,102 1,925
株 式 71,578 71,448 △130 5,264 5,394

前連結会計年度末（平成14年３月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額
対照表計上額 うち益 うち損

前連結会計年度末（平成14年３月31日現在）
連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 1,014 15
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２．金銭の信託

Ⅰ．前中間連結会計期間末

（1）運用目的の金銭の信託

時価評価の対象となる金銭の信託はありません。

（2）満期保有目的の金銭の信託及びその他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

該当ありません

Ⅱ.前連結会計年度末

（1）運用目的の金銭の信託

時価評価の対象となる金銭の信託はありません。

（2）満期保有目的の金銭の信託及びその他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

該当ありません

３．その他有価証券評価差額金

Ⅰ．前中間連結会計期間末

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

評価差額
その他有価証券
その他の金銭の信託
（＋）繰延税金資産
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に
係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

Ⅱ.前連結会計年度末

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

評価差額
その他有価証券
その他の金銭の信託
（＋）繰延税金資産
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に
係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

△10,339

―  

△6

△10,346

△8,035

前連結会計年度末（平成14年３月31日現在）

△10,339
△10,339
―  
0

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）

△9,658
△9,658
－
1,818
△7,840

－

△194
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取引の時価等に関する事項

Ⅰ．当中間連結会計期間末

（1）金利関連取引

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はございません。

（2）通貨関連取引
（金額単位：百万円）

通貨スワップ － － －
為替予約 － － －
通貨オプション － － －
その他 － － －

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッ
ジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ
取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

通貨スワップ

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを行い、その損
益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭
債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上消去さ
れたものについては、上記記載から除いております。
　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

為替予約

通貨オプション

その他

(注) 取引所取引はありません。

（3）株式関連取引

該当ありません

（4）債券関連取引

該当ありません

（5）商品関連取引

該当ありません

（6）クレジットデリバティブ取引

該当ありません

―

10,569店
 
頭

―

△4

区

分
種　　　類

当中間連結会計期間末
（平成14年９月30日現在）

105 △4

契　　約　　額　　等

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

店

頭

種　　　　類
当中間連結会計期間末
（平成14年９月30日現在）

契約額等 時 価 評価損益

区

分
種　　　　類

当中間連結会計期間末
（平成14年９月30日現在）

契約額等 時 価 評価損益
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Ⅱ．前中間連結会計期間末

（1）金利関連取引

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はございません。

（2）通貨関連取引
（金額単位：百万円）

通貨スワップ － － －
為替予約 － － －
通貨オプション － － －
その他 － － －

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッ
ジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第20号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引について
は、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

通貨スワップ

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを行い、その
損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建
金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上
消去されたものについては、上記記載から除いております。
　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

為替予約

通貨オプション

その他

(注) 取引所取引はありません。

（3）株式関連取引

該当ありません

（4）債券関連取引

該当ありません

（5）商品関連取引

該当ありません

（6）クレジットデリバティブ取引

該当ありません

―

13,433店

頭
―

2

区

分
種　　　類

前中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

215 2

契　　約　　額　　等

店

頭

種　　　　類
前中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

契約額等 時 価 評価損益

区

分
種　　　　類

前中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

契約額等 時 価 評価損益
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Ⅲ．前連結会計年度末

（1）金利関連取引

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はございません。

（2）通貨関連取引
（金額単位：百万円）

店
頭 － － － －

－ －
(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が

適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第20号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記
記載から除いております。
　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結
損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結
貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記
記載から除いております。
　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

売建
買建

―
―

(注)取引所取引はありません。

（3）株式関連取引

該当ありません

（4）債券関連取引

該当ありません

（5）商品関連取引

該当ありません

（6）クレジットデリバティブ取引

該当ありません

店

頭

為替予約
6,907
6,158

通貨オプション
その他

区

分
種 類

前連結会計年度末
（平成14年３月31日現在）
契　　約　　額　　等

通貨スワップ 141 0 0

通貨スワップ

種　　　　類
前連結会計年度末
（平成14年３月31日現在）

契約額等 時　　価 評価損益

合  計

区

分
種　　　　類

前連結会計年度末
（平成14年３月31日現在）

契約額等 時　　価 評価損益うち１年超


